





























































第 3 章では、現在のアウトリーチ活動の 1 つとして拠点事業のセンター型における地域
支援活動を取り上げ、インタビュー調査からその現状と課題を検討した。そこで、地域支
援活動を阻害する要因として第 1 に情報不足、不安感、第 2 に担当者の力量不足、第 3 に
外的要因の 3要因があることを仮説として提示した。 
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軽に集える場所となる支援拠点を全国に 1 万ヶ所、中学校区に 1 ヶ所設置することが明示
され14、すべての子育て親子がベビーカーで歩いていける場所に設置することが目標とされ
ている。実際、2013 年現在において全国 5,968 ヶ所に設置（内、センター型 3,302 ヶ所、


























 拠点事業は 2007 年に再編成されたものであり、先行研究においてもセンター事業、ひろ
ば事業、児童館についてそれぞれ検討がなされている状況にある。ここでは本論の対象で
ある拠点事業（センター型）とその前身であるセンター事業を中心に検討する。 
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第 1 章        地域子育て支援拠点事業の変遷と今後の課題 















1-1. 萌芽期ー保育所地域子育てモデル事業の始まり（1980～1994 年） 
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対象者は 1 歳半健康診査及び 3 歳児健康診査のため、保健福祉センターを訪








本調査時の子育て支援施設数は 33 件であったが、2012 年現在、37 件とな
っている。  
2012 年 4 月に政令指定都市となり現在 6 区に分けられている。調査を行
ったのは政令指定都市成立以前であったが、調査を行った保健福祉センター




























 １歳半健康診査の回答者は 77 名、3 歳児健康診査の回答者は 136 名の計 213
名であった。調査においては、事前に対象者が利用者あるいは非利用者かは認
知できないため該当者すべてに調査を行い、その後非利用者を抽出した。213
名中、該当回答数は 1 歳半健康診査 52 名、3 歳児健康診査 86 名であった。そ
のうち回答不明瞭のもの 4 名を除く 134 名を検討対象とした。  
 さらに、健康診査対象児が保育園あるいは幼稚園に就園している（以下、就園
児と記）か、就園していない（以下、未就園児と記）によって分けたところ、
就園児を持つ回答者が 85 名、未就園児を持つ回答者が 49 名であった。次にそ
れぞれの属性について示す。  
 まず、就園児を持つ回答者は母親 78 名 (91.8％ )、父親 4 名 (4.7％ )、その他 3
名（3.5％）であった。就労状況については、就労中が 75 名 (88.2％ )、育休中 2
名 (2.4％ )、無職 8 名 (9.4％ )であった。また、年代は 20 代が 16 名 (18.8％ )、30
代が 60 名 (70.6％ )、40 代は 6 名（7.1％）、50 代以上が 3 名（3.5％）であった。
対象児は、第 1 子が 41 名 (48.2％ )、第 2 子が 34 名 (40.0％ )、第 3 子が 8 名 (9.4％ )、
第 4 子が 1 名（1.2％）、その他が 1 名（1.2％）であった。また、未就園児を持
つ回答者属性は、母親 46 名 (93.9％ )、父親 3 名 (6.1％ )であった。就労状況につ
いては、就労中が 9 名 (18.4％ )、育休中 3 名 (6.1％ )、無職 37 名 (75.5％ )であっ
た。また、年代は 20 代が 17 名 (34.7％ )、30 代が 32 名 (65.3％ )であった。対象
26
児は、第 1 子が 26 名 (53.1％ )、第 2 子が 18 名 (36.7％ )、第 3 子が 5 名 (10.2％ )
であった。以上の属性を表 2-1 に示す。  
             
 表 2-1.非 利 用 者 の属 性    
 
対 象 者 属 性  （就 園  ‐85 名 ） （未 就 園  ‐49 名  ） 
母  78 名 （91.8％） 46 名 （93.9％） 
父  4 名 （4.7％） 3 名 （6.1％） 
その他  3 名 （3.5％） 0 名  
就 労 状 況  （就 園  ） （未 就 園   ） 
就 労 中  75 名 （88.2%） 9 名 （18.4％） 
育 休 中  2 名 （2.4％） 3 名 （6.1％） 
無 職  8 名 （9.4％） 37 名 （75.5％） 
年 代  （就 園  ） （未 就 園   ） 
20 代  16 名 （18.8％） 17 名 （34.7％） 
30 代  60 名 （70.6％） 32 名 （65.3％） 
40 代  6 名 （7.1％） 0 名  
50 代 以 上  3 名 （3.5％） 0 名  
健 診 対 象 児  （就 園  ） （未 就 園   ） 
第 1 子  41 名 （48.2％） 26 名 （53.1％） 
第 2 子  34 名 （40.0％） 18 名 （36.7％） 
第 3 子  8 名 （9.4％） 5 名 （10.2％） 
第 4 子  1 名 （1.2％） 0 名  








 質問紙では A 市内にあるすべての子育て支援センター、児童館など子育て支
援施設を提示し、名前並びに場所についてその認知を尋ねた。その中の 1 つで
も知っている場合は認知しているとしたところ、認知状況は就園児の保護者で




1）。それぞれの認知状況を表 2 に示す。認知状況を表 2-2 に示す。    
          
表 2-2.子 育 て支 援 施 設 の認 知 状 況  




















果を図 2-1 に示す。    
就園児の保護者 81.2%（69 名/85 名） 































































  図 2-2.子 育 て支 援 施 設 を利 用 しない理 由  





















































































いる 15。調査対象の A 市においては、子育て支援施設の 6 割以上が保育園併設
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時間はいずれも約 1時間であった。調査は 2012 年 8 月から 9月に行った。 
 Ａ県内は広く 3 つの地域（県北・県央・県南）に分かれている。その 3 地域に偏りのな










































表 3-2．調査対象拠点事業（センター型）の属性（N=10）     表 3-3．調査対象者属性（Ｎ＝10）       
 




 運営主体 設置状況 設立 総数
A 民営 保育所併設 1994 年 2 名
B 民営 保育所併設 1993 年 3 名
C 公立 保育所併設 2000 年 2 名
D 公立 保育所併設 2004 年 2 名
E 民営 保育所併設 1998 年 2 名
F 民営 専用施設 1996 年 3 名
G 民営 保育所併設 2004 年 2 名
H 民営 専用施設 1999 年 2 名
I 民営 保育所併設 2007 年 2 名
J 公立 専用施設 2002 年 5 名
 年齢 保育年数 勤務年数 勤務形態 資格 取得歴 
a 50 代 32 年 18 年 常勤 保 試験 
b 50 代 29 年 19 年 常勤 保 試験 
c 50 代 30 年 3 年 常勤 保・幼 短大 
d 50 代 30 年 3 年 常勤 保・幼 短大 
e 40 代 27 年 13 年 常勤 保・幼 短大 
f 40 代 19 年 14 年 非常勤 保・幼 短大 
g 20 代 8 年 3 年 常勤 保・幼 専修学校
h 50 代 12 年 6 年 非常勤 保・幼 短大 
i 20 代 6 年 4 年 常勤 保・幼 短大 

















連携した活動を行っていたのは、6センターとなっていた。結果を表 3-4 に示す。 
 
 表 3-4. 地域支援活動の内容 
  健診参加 出前保育 在宅訪問 会議へ参加 地域資源との活動 
A ○ ○ ○ ○ × 
B × ○ ○ ○ ○ 
C ○ ○ ○ ○ ○ 
D ○ ○ ○ ○ ○ 
E ○ ○ × ○ × 
F ○ ○ × ○ ○ 
G ○ ○ × ○ × 
H ○ ○ × × ○ 
I × ○ × × × 
J ○ ○ × ○ ○ 
  ＊○・・・活動実施 ×・・・活動未実施 
3­2.インタビューデータの概念化とサブ・カテゴリ 





が追記したものである。さらに、得られた概念を踏まえ、生成された 15 個の概念から 7個
に統合し、サブ・カテゴリ化を行った。結果を表 3-5、3-6 に示す。 
 次に、ここでは、各サブ・カテゴリと内包されている概念についてそれぞれ説明する。


















































































1.情報周知の不徹底 ①周知不足  














 さらに、統合された 7 つのカテゴリを 3 個のコア・カテゴリに統合した。結果を表 3-7
に示す。 
表 3-7.コア・カテゴリ 
















































































 次に、結果で得られた 3つの阻害要因についてそれぞれ考察を行う。 
4-2.情報周知不足・不安感 
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語ってもらうよう依頼した。調査担当者は前述した 2 点を中心に尋ねながら、第 3 章にお
いて得られた 3 つの要因についても幅広く聞き取れるように、適宜挿入質問を行った。 
インタビューの内容は、調査対象者の承諾を得て IC レコーダーに録音し、その後逐語録







































対象者 職位 年代 経験年数 センター年数 保持資格 勤務形態 
a 保育士 50 代 33 年 18 年 保育士 常勤 
b 保育士 40 代 16 年 3 年 保育士・幼免 常勤 
c センタ―長 60 代 38 年 5 年 保育士・幼免 常勤 
センター 設立主体 設立年 センター人数体制
A 私立 1994 年 2 名 
B 公立 2002 年 6 名 








 ＜在宅訪問の事例① 概要＞ 































































































それぞれの事例から得られた 13 の概念と 7つのサブカテゴリ、及び 2つのコア・カテゴ
リの結果図を図 4-1 に示す。図 4-1 は、拠点事業担当者が地域支援活動を実施していく際
の困難要因を示している。以下、＜ ＞は概念名、[ ]はサブカテゴリ名、【 】はコア・
カテゴリ名である。また→は変化、⇔は影響を表している。 
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第 5 章   アンケート調査・インタビュー調査からみる地域子育て支援拠点事業（セ
ンター型）に求められる専門性 























































表 5-1. 調査対象センターの属性（N=10）        表 5-2．調査対象者属性（Ｎ＝11） 
 
 
試験：保育士試験 保：保育士資格 幼：幼稚園免許 
 運営主体 設置状況 設立 総数
A 民営 保育所併設 1994 年 2 名
B 民営 保育所併設 1993 年 3 名
C 公立 保育所併設 2000 年 2 名
D 公立 保育所併設 2004 年 2 名
E 民営 保育所併設 1998 年 2 名
F 民営 専用施設 1996 年 3 名
G 民営 保育所併設 2004 年 2 名
H 民営 専用施設 1999 年 2 名
I 民営 保育所併設 2007 年 2 名
J 公立 専用施設 2002 年 5 名
 年齢 保育年数 勤務年数 勤務形態 資格 取得歴 
a 50 代 32 年 18 年 常勤 保 試験 
b 50 代 29 年 19 年 常勤 保 試験 
c 50 代 30 年 3 年 常勤 保・幼 短大 
d 50 代 30 年 3 年 常勤 保・幼 短大 
e 40 代 27 年 13 年 常勤 保・幼 短大 
f 40 代 19 年 14 年 非常勤 保・幼 短大 
g 20 代 8 年 3 年 常勤 保・幼 専修学校
h 50 代 12 年 6 年 非常勤 保・幼 短大 
i 20 代 6 年 4 年 常勤 保・幼 短大 
j１ 50 代 36 年 1 年 常勤 保・幼 専修学校










い、検討を行った結果、次の 4 点が見出された。すなわち、第 1 に「保育に関する知識・
技術」、第 2 に「利用者ニーズを的確に把握する技術」、第 3 に「必要に応じた情報提供を
行う技術」、第 4に「関係機関との連携を行う技術」であった。 
 以下に例を示しながら説明していく。 


































































































































































































修内容だった。調査は 2011 年 9 月に行った。 
2-3.調査結果  
 以下、調査結果について示す。 
 調査対象者の属性は表１のようであった。20 代が 3 名（9.7％）、30 代 5 名（16.1％）、
40 代 10 名（32.3％）50 代 10 名（32.3％）、60 代 3 名の（9.7％）であり、いずれも保育士
資格を保持していた。保育経験年数は、5～14 年が 29.0％、15～24 年が 22.6％、25～34 年
が 32.3％、34 年以上が 16.1％であった。調査対象者の属性を表 5-3 に示す。 
2-3-1．ソーシャルワークの認知・必要性 
ソーシャルワークという言葉についての認知を尋ねたところ、「言葉のみ知っている」と





であり、無回答は 17 名（58.6％）であった。結果を図 5-1 に示す。  
67
表 5-3．対象者属性 
年齢     （ｎ＝31）(人） (%） 担当年数 （ｎ＝31）(人） (%） 
20 代 3 人 9.7% 3 年未満 8 人 25.8% 
30 代 5 人 16.1% 3～7 年 13 人 41.9% 
40 代 10 人 32.3% 8～12 年 3 人 9.7% 
50 代 10 人 32.3% 13～17 年 5 人 16.1% 
60 代以上 3 人 9.7% 不明 2 人 6.5% 
職位     保育経験年数     
非常勤 10 人 32.3% 5～14 年 9 人 29.0% 
常勤 18 人 58.1% 15～24 年 7 人 22.6% 
施設長 2 人 6.5% 25～34 年 10 人 32.3% 
無回答 1 人 3.2% 34 年以上 5 人 16.1% 
保持資格・免許       
保育士・幼免 20 人 64.5%     
保育士資格 11 人 35.5%       


































とが示された。結果を表 5-5 に示す。 
表 5-5．ソーシャルワークと認知している機能・内容 
内容・機能 認知有 認知無 
仲介機能 20* 9* 
代弁・弁護機能 9* 20* 
連携機能 17 12 
調停機能 7** 22** 
処遇機能 14 15 
相談援助機能 19 10 
教育機能 17 12 
保護機能 4** 25** 
組織機能 4** 25** 
ケースマネージャー機能 10 19 
支援者機能 11 18 
管理機能 5** 24** 













と感じていることが示された。結果を表 5-7 に示す。 
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表 5-6. 日々の支援活動について必要と思う内容 
支援内容 必要有 必要無 
保育に関する指導 25** 6** 
相談・助言 27** 4** 
情報提供 26** 5** 
関係機関等の紹介・連携 26** 5** 
サークル等への支援 19 12 
家庭の問題解決への援助 24** 7** 
地域保育ニーズへの対応 24** 7** 
家族・地域住民との連携 26** 5** 
子ども同士等の関係調整 24** 7** 
センターの運営管理 21* 10* 
行事開催 25** 6** 
    （*p＜0.05 **p＜0.01）          
表 5-7．日々の支援活動において必要不可欠と思われる研修 
必要な研修内容 必要有 必要無 
遊びなどの実技 21* 10* 
発達や障害児についての知識・対応 22* 9* 
保護者との関係づくりや対応 18 13 
相談のための面接技法 13 18 
他機関との連携の仕方 19 12 
実際の事例について専門家からの指導 13 18 
ＳＷについての専門的知識・技術指導 12 19 




























































                                                  
1 柏女霊峰 山本真美 尾木まり他「子ども家庭サービスの供給システムのあり方に関する
研究(3)保育所実施型地域子育て支援センターの運営及び相談活動分析」『日本子ども家庭
総合研究所紀要』、36、1999 年、29-57 頁。 
2 橋本真紀「地域子育て支援センター職員の専門性に関する考察(2)」『聖和大学論集教育学
系』、31、2003 年、1-13 頁。 
3 西村真美「保育所における地域子育て支援事業の今後の展開に関する考察Ⅰ」『奈良佐保
短期大学研究紀要』、13、2005 年、9-18 頁。 
4 鶴 宏史「2章 保育制度の変遷」『保育ソーシャルワーク論 社会福祉専門職としての
アイデンティティ』、2009 年、あいり出版、38 頁。 
5 橋本真紀「地域子育て支援センター職員の専門性に関する考察Ⅱ」『聖和大学論集』、31、
2003 年、1-13 頁。 
6 松本しのぶ「保育士に求められるソーシャルワークとその教育の課題－地域子育て支援を
めぐる動向から－」『奈良佐保短期大学紀要』、15、2007 年、65-75 頁。 
7 土田美世子「第 4章 地域子育て支援に求められる専門性」『保育ソーシャルワーク支援
論』、明石書店、2012 年、174-175 頁。  
8 蘇 珍伊「保育所におけるソーシャルワークの機能に関する研究－保育士の役割に焦点を
当てた質的内容分析－」『現代教育学研究紀要』、1、2008 年、79-88 頁。 
9 守本友美「社会福祉援助技術」『近畿大学豊岡短期大学』、1999 年、65-79 頁。 
10 井上寿美 笹倉千佳弘「地域子育て支援におけるソーシャルワーク的な実践に関する研
究－「保育ソーシャルワーク論」の構築に向けて－」『関西福祉大学附置地域社会福祉政策
研究所報告書』、2008 年、15-20 頁。 
11 例えば、中谷奈津子 橋本真紀 越智紀子ら「地域子育て支援拠点事業専任保育士の業
務内容の定量的分析- 保育所併設型地域子育て支援センター観察調査の試みから」『子ども
家庭福祉学』、10、2011 年、47-57 頁、などはある。 
12 前掲注 1)に同じ。 
13 鈴田泰子「子育て支援におけるソーシャルワークのあり方に関する研究―主として子育
て支援サービス利用者の事例研究を通して―」『東北福祉大学大学院総合福祉学研究科社会
福祉学専攻紀要』、2、2004 年、98-115 頁。 
14 大谷由紀子 中山徹 渡瀬章子「全国の自治体における地域子育て支援センター事業の
設置運営体制」『日本家政学会誌』、56(9）、661-672 頁。 
15 前掲注 11）に同じ。 
16 前掲注 5）に同じ。 
17 伊藤利恵 渡辺俊之「保育ソーシャルワークの展望」『高崎健康福祉大学研究所紀要』、4
（1）、2007 年、29-40 頁。 
72
                                                                                                                                                  
18 福川須美「ファミリーサポートのためのスタッフ養成」『駒沢女子短期大学研究紀要』、
33、2000 年、9-17 頁。 
19 増田まゆみ「これからの保育士に期待する専門性と倫理」全国保育協議会編『保育年報』、









21 前掲注 4）、74 頁。 
22 前掲注 4)、44 頁。 
23 大塚達雄編著「社会福祉の専門技術」ミネルヴァ書房、1975 年。 
24今堀美樹「保育ソーシャルワーク研究―保育士の専門性をめぐる保育内容と援助技術の問
題から－」『神学と人文 大阪キリスト教短期大学』、42、2002 年、189-191 頁。 
25 前掲注 5）に同じ。 
26 前掲注 17）に同じ。 
73














































































































































































化している。例えば、2013 年度 4月の時点における指定保育士養成施設は 4年制大学が 244
校（40.6％）、短大が 240 校（39.9％）、専門学校等が 117 校（19.5％）であり40、2010 年度
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 第 3 章では、現在のアウトリーチ活動の 1 つとして拠点事業のセンター型における地域
支援活動を取り上げ、インタビュー調査からその現状と課題を検討した。そこで、地域支
援活動を阻害する要因として第 1 に情報不足、不安感、第 2 に担当者の力量不足、第 3 に
外的要因の 3要因があることを仮説として提示した。 
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